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1. はじめに 
災害によって道路網に不通区間が生じたとしても，

代替経路が確保され許容時間内に到達可能となること

で，災害時の影響を最小限にとどめることができる．

しかし，現行の道路整備評価は，平常時の限定的な道

路機能を評価しているに過ぎず，災害時に発揮される

機能を評価しているとはいいがたい1)．減災の観点から，

災害時に発揮される道路機能を便益として評価してい

く必要がある．本研究では，低頻度かつ影響度の大き

な災害に備え，災害時に有効な道路を評価するための

手法構築を目的とする．限られた予算の下，有効な道

路整備の合意を得るためには，災害時の便益を適切に

評価する必要がある．本稿では，地域住民に帰着する

災害時の代替経路確保に関する便益の評価手法を提案

し，岐阜県飛騨圏域に適用した結果を報告する．地域

住民の代替経路確保の便益は，便益帰着の構造から従

来の評価方法と整合的と考えられ，二重計測の問題を

回避し，従来の評価に足し合わせることが可能となる． 
 
2. 代替経路確保の便益評価手法 
2.1. 現行評価手法の課題と災害時の便益 
道路整備は，さまざまな主体に便益をもたらす．表1

は，道路整備の便益帰着構成表を表している．各列に

は関連主体，各行には発生する便益が列挙されており，

行列の要素には各主体が最終的に享受する余剰（便

益）が示されている．ここでは防災との関連の薄い環

境に関する便益項目と，金銭の移転に関する項目，キ

ャンセルアウトの生じる地域経済への影響を割愛した．

表の全体像は上田ら2)を参照されたい．消費者余剰と生

産者余剰それぞれの変化分が社会的余剰の変化分，す

なわち道路整備によって生じる便益となる． 
現行の道路整備評価1)は，走行時間短縮・走行経費減

少・交通事故減少のみを計測しており，計量できてい

る便益が限定的である．本研究では，地域住民に帰着

する災害時の代替経路確保の便益を計量する．この便

益は，二重計測の問題なく合算可能である． 

2.2. 代替経路の評価指標（非重複経路の本数） 
道路網に不通区間が発生した状況を想定し，許容時

間内に到達可能な代替経路が確保されていることを評

価する．代替経路の存在を適切に評価するための指標

として「非重複経路」3)が提案されている．一般的な方

法で経路を数える場合，異なる経路構成リンク集合に

おいて同一のリンクが含まれる場合がある．この複数

経路に含まれるリンク1つが不通となった場合，同時に

複数の経路がなくなってしまう可能性がある．一方，k
本の「リンク重複のない経路」が存在するならばk-1本
の途絶に対して必ず1本残ることを保証でき，到達の可

能性を評価することができる．この非重複経路の考え

方は，通信ネットワークの分野でリダンダンシー評価

の際にしばし用いられている k-edge connectivityの概念

に基づいている3)．本研究では，非重複経路を評価指標

とし，その所要時間の和が最小となるよう一意に非重

複経路を求める方法3)を援用する． 
2.3. 防災投資の便益評価指標 
非重複経路が複数確保される便益を算出するために，

防災投資の便益評価4)を参考にする．便益評価の定義と

して，支払意思額CV（補償的偏差）と受取補償額EV
（等価的偏差）とがあるが，厚生経済学の研究成果に

よりEVの方が便益評価の指標として望ましいといわれ

ている4)．EVはプロジェクトをあきらめるために必要

な最小の補償額であり，式(1)の等号を満たすEV，すな

わち整備なしの期待効用と整備ありの期待効用とがつ

り合う補償額と定義される．式(1)の間接効用関数V( )
は所得Ωと価格mと環境H（生活環境を表現する状態変

数）の場合に得られる最大効用を意味する．  
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ここで，o：整備なしの場合(without)，w：整備ありの場合
(with)を示す記号．Pi：災害iの発生確率，V ( )：間接効用関数，
H：環境水準，m：財・サービスの価格，Ω：所得，EV：全
シナリオに対して一意に定まる補償額（道路整備の価値） 
 
道路整備をあきらめるための補償額が道路整備の価

表 1 道路整備の便益帰着の例（上田らが示した表 2）の一部を抜粋し、本稿に関連する項目に着色した．） 
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値を表していると仮定すれば，式(1)によって得られる

EVは，代表的個人が考える「道路整備の価値」の最小

値を表す．代替経路の存在は，環境水準Hに含まれる．

最寄りの市役所と県庁までの非重複経路数nの対数をと

ることで評価逓減を表現し，途絶日数κで重みづけする． 

 1ln  iwiiw nH   (2) 
 
ここで，n：市役所・県庁までの非重複経路数，κ：途絶日数 
 
2.4. 地域 r の代表的個人の受取補償額(OPr)の算出 
代替経路確保の状況は地域ごとに異なるため，それ

ぞれの地域について式(1)を適用する．EVrを地域 r の住

民 1 人あたりの受取補償額を表すオプション価格(OPr)
と定義すると，地域 r の人口と 1 人あたりの受取補償

額との積和によって代替経路確保の便益が算出できる．

なお，災害リスク回避のオプション(選択肢)として立

地選択を考慮しないため，地域ごとの受取補償額を算

出しても不整合は生じない． 
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ここで，Bresident：地域住民の代替経路確保の便益，Nr：地域r
の人口(人)，OPr：地域rの住民の受取補償額 (円)  
 
式(1)を計算するため，地域の代表的な個人の効用関

数に式(3)に示すコブ=ダグラス型を仮定する．この仮

定のもとでは，所得の全てを各財の消費に配分する．

交通サービス（財1）と合成財（交通サービス以外の

財・サービスをまとめたもの：財2）の2つを考え，地

域住民は，これらの消費により効用最大化を図る． 
   HxxU  1
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ここで，x1：交通サービスの消費量，x2：合成財の消費量，

α：交通サービスの消費割合，β：環境水準に対する重み．

m1：交通サービスの価格，m2：合成財の価格 
 

式(4)の対数をとり，予算制約付き効用最大化問題と

して式(5)を定式化し，ラグランジュ未定乗数法により，

式(6)の需要関数が求められる．  
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この需要関数を目的関数Vに代入すると次式を得る．  

       HmmV lnln1ln1ln 21    (7) 
 
これにより式(1)を計算するための間接効用関数V( )

を特定化することができた．式(7)において，所要時間

短縮の効果を，交通サービスの価格低下として表現で

きるが，道路利用者の便益との二重計測を避けるため，

交通サービスの価格m1を災害有無・整備有無によらな

い定数とする．地域rの交通サービスの価格m1rは，地

域rを起点または終点とする全ODペアそれぞれの最短

経路所要時間について，OD交通量で加重平均したもの

に時間価値を乗じることで算出する．合成財の価格m2

は相対価格1に固定する． 
 2.5. 被災シナリオの設定 
災害発生後の非重複経路本数を算出するため，最尤

被災パターン法5)の考え方に基づき，ある災害シナリオ

iの発生により，最も発生する確率の高いリンク途絶パ

ターンが生じると仮定する．すなわち，1つの災害シナ

リオについて，1つの途絶シナリオを考えることで膨大

な被災パターンを省略し，災害時の影響を近似する．

各シナリオに対するリンク途絶は，橋梁の耐震強度や

雨量規制の有無，冬期閉鎖の有無などから判定される． 
 
3. ケーススタディ概要 

本稿で示した代替経路確保の便益評価手法を岐阜県

飛騨圏域に適用する．計算ネットワークは図1に示す範

囲で，飛騨圏域のセントロイド26個と最寄りの市役

所・県庁との非重複経路数を算出し，新規道路整備の

便益として，経路減少防止と代替経路増加の効果を評

価する．災害シナリオとして，想定されている活断層

の内陸型地震・過去の履歴に基づく豪雨・冬期閉鎖を

想定し，入手可能な災害発生確率を活用することで地

域住民のオプション価格（受取補償額）を算出する．  
 
4. おわりに 

本稿では従来の便益評価と合算可能な便益評価手法

を構築した．これにより災害時の便益を追加できる．

発表では，ケーススタディの結果を報告する．新規リ

ンクの整備効果として地域住民の代替経路確保の便益

を計量し，パラメータの感度分析を行う． 
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図 1 対象ネットワーク 
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